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スボールスタジアムやアリーナにおいては、「試合

をツールとして、ライブ感やコミュニケーションを

楽しむ」観客が多いように感じられた。野球観戦を

しながら会話や食事を楽しんだり、バスケ観戦をし

ながら音楽やチアガールのダンス、プロジェクショ

ンマッピング等のエキシビションなどを楽しんだり

する姿が多くみられ、サッカースタジアムよりも多

種多様なサービスが提供されている印象を受けた

（写真２～４）。

　一方、近年、スタジアム・アリーナにおける IT

やデジタル技術の導入が謳われているが、顧客体験

価値の向上という点では、プロジェクションマッピ

ング以外には、目立った施策はみられなかった。そ

の理由としては、投資に見合う収益向上が実現しに

くいためと考えられる。プロジェクションマッピン

グも制作や投影には莫大な費用がかかるため、ハコ

の大きなスタジアムでは継続導入は難しいという管

理者の声も聞かれた。IT やデジタル技術は当面、

チケット販売や施設内外の混雑情報の提供、飲食

サービスの効率化（事前予約等）、チームの戦術強

化等、スタジアム・アリーナでのサービスやコンテ

ンツ強化のためのインフラとしての役割を担うこと

が主となるのかもしれない（写真５）。

写真２　�水戸市民体育館　地元高校生によるパフォー
マンス

写真４　横浜スタジアム　オリジナルビール

写真３　沖縄市体育館　照明等による多彩な演出

写真５　�ノエビアスタジアム神戸 スタジアム場外の楽
天チケットQR発券機ブース
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４－３　収益拡大の方策（売上向上、費用削減）
　売上向上においては、観客や運営サイドの利便性

など、運営面を最大限に考慮した、魅力的な施設設

計が重要であると考えられる。ただし、当初さほど

魅力的でない既設のスタジアム・アリーナであって

も、資金力や能力のあるホームチームが、指定管理

や管理許可の手法のもとで収入を向上させる投資

（座席の改修、付帯施設の設置等）を実施すること

は可能である。

　しかしながら、投資効果を得るためには最低10年

の運営期間が必要とされることから、官側は民活導

入期間の設定について留意する必要がある。指定管

理者制度は、５年程度のサイクルで指定管理者を再

選定し、更新し続ける場合が多いが、これでは投資

効果が伴わず、施設の陳腐化は必至である。

　他方で、費用削減においては、スタジアム・ア

リーナは莫大な光熱水費がかかるため、電気やガス

の自由化も踏まえた光熱水費の見直し・検討が重要

となる。

　また、欧米では以前から導入されている、顧客

ニーズに応じたチケット価格設定（ダイナミックプ

ライシング）や、キャッシュレス施策による販売業

務の効率化も、我が国でようやく導入され始めてお

り、新たな技術の導入による売上向上・費用削減も

始まりつつある。

４－４　�スタジアム・アリーナが地域にもたらす正
負の効果

⑴　経済的効果

　我が国のスタジアム・アリーナは、まちなかでは

なく都市公園内に立地するものが多いため、地域に

おける消費等の経済的効果が限定的な場合も多い。

また、本調査において地方都市では、観客が立ち寄

れるような商業施設等の集積もみられないため、経

済的効果がない場合も多い。

　また、試合日数や集客数という観点で考慮する

と、ベースボールスタジアムの場合、プロ野球の年

間ホームゲームが70試合以上あり、平均観客動員数

も数万人単位であるため、地域にもたらす経済的効

果は高い傾向にある。一方、サッカースタジアムの

場合、Ｊ１リーグ等のホームゲームは20試合程度で

あり、平均観客動員数も２万人弱であるため、ベー

スボールスタジアムと比べ、経済的効果は限定的と

なる。

　Ｂリーグのホームとなるアリーナの場合、Ｂ１

リーグのホームゲームが年間30試合程度であり、平

均観客動員数も３千人程度であることから、経済的

効果は限定的となる。ただし、アリーナの場合は、

室内であり（屋根付き）、天然芝の養生等の問題も

ないため、立地次第ではコンサート・イベントの需

要がある。スポーツコンテンツ以外の活動をどれだ

け導入できるかにより、アリーナの収益や周辺への

経済的効果も変化する。そのため、観客動員が好調

なチームに関しては、新たに１万人規模のアリーナ

を自社で整備する動きもみられる。（例：川崎ブレ

イブサンダース、千葉ジェッツふなばし　等）

⑵　社会的効果

　社会的効果については、スタジアム・アリーナで

はなく、ホームチームに起因するものが多いと考え

られる。経済的効果があまり認知されていない場合

においても、ホームチームのブランド力や強さ、地

域貢献の度合いなどにより、ホームチームによる社

会的効果が強く感じられている地域がある（ホーム

タウンの知名度の向上、子どもたちへの教育効果、

市民へのエンタテインメントや生きがいの提供、地

域愛の向上など）。特に、リーグ創設以来、一貫し

て地域貢献を謳い、ホームタウン活動を行ってきた

Ｊリーグクラブの社会的効果は大きいものと考えら

れる。本調査においても、ガンバ大阪について類似
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の評価がみられた。

　一方、Ｂリーグは、クラブの運営規模や試合会場

の規模がコンパクトな傾向があり、小規模地方都市

でも存在することが可能であり、社会的効果をもた

らす可能性がある。人口約14万人の沖縄市をホーム

とする琉球ゴールデンキングスがその好事例である。

⑶　負の効果

　スタジアム・アリーナの負の効果として代表的な

ものが、渋滞・騒音であろう。渋滞はスタジアム・

アリーナでの滞在時間を長くすることにより緩和さ

れるとみられ、ショッピングモールや広大な飲食施

設等を併設した複合的施設であれば、一定程度緩和

することが可能と思われるが、我が国の場合、複合

的施設はまだ非常に少ない。パナソニックスタジア

ム吹田においては、試合後のプロジェクションマッ

ピングの実施などの工夫を施していたが、スタジア

ム単体で実施できる施策には限界があるであろう。

　また、騒音対策は立地、建物の防音機能、運営上

の対策（開催時間や鳴り物抑制の配慮、コンサート

の抑制等）などさまざまな方法がある。我が国では騒

音の問題こそが、スタジアム・アリーナのまちなか

立地が避けられてきた一因になっているとみられる。

４－５　�ホームチームが整備・管理・運営に関わる
効果

　事例として取り上げた横浜スタジアムや楽天生命

パークは、球団（あるいは球団グループ）によるス

タジアムの改修・管理運営により、年々入場者数を

増加させ、収益性や地域にもたらす経済的効果を確

実に高めてきている。本調査では取り上げていない

が、管理運営が他の民間事業者からホームチームに

変更された茨城県立カシマスタジアムや舞洲アリー

ナの事例においても、変更前に比べ、収益性が大き

く高まったことが定量的に証明されている（詳細

は、「スタジアム・アリーナ改革ガイドブック〈第

２版〉」P158及び P163参照）。パナソニックスタジ

アム吹田においては、収容人数の規模が２万人程度

から４万人に増えたため、収容率は落ちているもの

の、観客動員数は大きく増加している。

　これらの事例では、いずれもホームチームが「試

合」や「選手」といった資産のより効果的な活用へ

向けて、客席の改修や付帯施設の整備、効果的なイ

ベントや企画の実施など、ハード・ソフトのさまざ

まな局面において、迅速かつ柔軟な施策を行った効

果が大きかったと思われる。これらはいずれもホー

ムチームならではの施策であろう。

　ただし、前述のように、これらはスタジアム・ア

リーナへの効果的な投資や管理運営が十分にできる

資金や人材、ノウハウを持つホームチームに限られ

ており、当然ながら全てのホームチームが効果的な

整備・管理運営を実施できるものではない。

　また、アリーナにおいては、その立地等によって

はコンサート・イベントによる活用も多いことか

ら、スポーツチームのみによる運営が適切か否かと

いう議論もあるだろう。

　放映権料の低さ等から、我が国のプロスポーツ

チームの資金力や収益力は、欧米に比べまだまだ低

い状態にある。そのためホームチームが整備・運営

のリスクを全面的に負ったスタジアム・アリーナの

実現は、現時点では極めて限定的と考えられる。

　しかしながら、ホームチームが地域にもたらす経

済的・社会的効果は我が国においても徐々に地域に

認識され始めている。今後、魅力的なスタジアム・

アリーナが誕生していくか否かは、ホームチームが

地域にもたらす効果を官側がどのように捉え、官民

がどのように役割やリスクを分担し、連携していく

のかにかかっているといえるだろう。


